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研究成果の概要（和文）：インターネットを使った選挙運動の研究は海外の研究を見ても欧米比較が多い。その
中で本研究の特徴は、東アジアの日本、韓国、台湾とアメリカを比較した点にあった。本研究では「選挙のアメ
リカ化」という概念に着目し、それが日韓台においても進展しているのかどうか、という点を比較検討した。各
国の事例研究に加え、文脈的要因、すなわち選挙制度や政党の役割、メディア環境の差異と共通点について分析
を行った。その結果、米韓台と比べて日本でインターネット選挙運動の発展が遅れている理由及び、日本や韓国
に比べると台湾が「選挙のアメリカ化」において進展する条件を有していることがわかった

研究成果の概要（英文）：Political communication research examining the impact of the Internet on 
election campaigns is robust in many countires. Most previous studies have been strongly influenced 
by the American case. However, countries have experienced different patterns of online political 
development, and Internet election campaigns have unique, country-specific characteristics. Although
 there are some comparative studies on Internet election campaigns among several Western 
democracies, research examining Asian democracies, especially in conjunction with the US, is rare. 
Thus, our primary concern is to examine wheter or not the "Americanization" of elections is 
presentin East Asian democracies. In conclusion, a consideration of various contextual factors 
points to some reasons for the delay in establishing robust online election campaigns in Japan. 
Taiwan is moving more rapidly toward the "Americanization of elections" than Japan or South Korea. 

研究分野： アメリカ政治、比較政治、政治コミュニケーション、情報通信政策

キーワード： ネット選挙　ソーシャルメディア　メディア環境　比較政治　アメリカの選挙　東アジアの選挙　政治
コミュニケーション　選挙のアメリカ化

  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
インターネットを使った選挙運動（ネット

選挙）はアメリカで最初に始まったことから、

Bruce Bimber, Richard Davis のCampaigning 

Online the Internet in U.S. 

Elections(2003)のように先行研究の多くは

アメリカを対象にしたものであった。その中

では、Stephen Ward, Diana Owen 

らのMaking a Difference : a Comparative 

View of the Role of the Internet in Election 

Politics（2008）は、12 か国の選挙に関して

インターネットの利用について比較研究を行

っており、参考になる点が多い。一方日本で

は、2013 年4 月の公職選挙法一部改正により、

ネット選挙が解禁されるまで、選挙運動への

インターネットの利用は厳しく禁止されてき

た。それゆえ、日本においてはネット選挙に

関する専門的な研究の蓄積は欧米に比べると

はるかに少なかった。 

本研究の構想は、サントリー文化財団から

共同研究として研究助成を頂いた「米韓比較

研究によるインターネット選挙運動の発展メ

カニズムとその展望」（研究代表者；清原聖

子、2009 年）、「日米韓比較によるネット選

挙の発展メカニズムの実証的研究」(研究代表

者；清原聖子、2011年)に端を発する。これら

の研究では、情報通信技術の発展を日米韓3 

カ国の共通プラットフォームと捉えて、ネッ

ト選挙が本格的に行われるようになるよりも

前から政治コミュニケーション研究で長年論

じられてきた「(世界の)選挙のアメリカ化」

という概念を用い、ネット選挙の進展によっ

て日韓においても「選挙のアメリカ化」が見

られるのか、という問いを初めて提示した。

「選挙のアメリカ化」とは、１）政党よりも

候補者中心の選挙である点、２）メディア中

心選挙、３）選挙コンサルタントの役割が増

大しているように選挙の専門化が進む点、４）

政治に対するシニシズムの増大、といったア

メリカの選挙キャンペーンの特徴が他の国々

にも伝播していく、とする見方である。 

これまでのネット選挙に関する2 か国以上

を対象に比較した学術研究のほとんどは、欧

米を対象としており、東アジア諸国が比較対

象となることはほとんどなかった。その中で、

共同研究として、日韓とアメリカとの比較に

挑戦したことは、ネット選挙研究に関して先

陣を切ったと一定の評価を受けた。このよう

なこれまでの研究成果を踏まえた上で、新た

に台湾を比較対象に加え、より発展的にネッ

ト選挙の国際比較研究を行いたいと考え、本

研究に着手した。 

２．研究の目的 
本研究の目的は、選挙運動にインターネッ 

トが利用されることによって政治社会がどの

ように変容していくのか、という問題を日米

韓台の4 か国比較の観点から検討することで

ある。本研究は次の3 点から構成される。第

一に、4 か国それぞれにおけるインターネッ 

ト選挙運動の通時的分析である。第二に、政

治システムや政治文化及びメディア環境の差

異から4 か国のネット選挙の特徴を共時的に

比較考察する。第三に、インターネット選挙

運動の発展がネット上に民主主義的な言論空 

間として「公共圏」を構築することに結びつ

くのか、それとも「選挙のアメリカ化」を進

展させるのか、という問いを東アジアの民主

主義国3か国とアメリカを相対化することで、

検討していく。 

３．研究の方法 
本研究は、研究組織のメンバーの専門性を

活かして、定性的調査と定量的調査を合わせ

た複合的メソッド（multiple methods）によ

って行う。複合的メソッドは、一つの研究プ

ロジェクトがそれぞれ別に行われる定性的調

査研究と定量的調査研究から成るが、各研究

は研究全体に通じる課題について答える形で

行われ、別々に行われた調査研究の重要な要

素を使って全体的な検討が行われるという方

法である。 

４．研究成果 



本研究の最大の成果は、最終年度に

Palgrave Macmillan社から出版したInternet 

Election Campaigns in the United States, 

Japan, South Korea, and Taiwan (eds. Shoko 

Kiyohara, Kazuhiro Maeshima, Diana Owen)

である。本書では、「選挙のアメリカ化」と

いう概念を用い、それが東アジアの日韓台に

おいても進展しているのかどうか、という点

を比較検討した。日本、韓国、台湾における

ネット選挙の個別事例研究に加え、日米韓台

比較として、文脈的要因、すなわち選挙期間

や選挙キャンペーンの規制、政党の役割、メ

ディア環境といった要素について、差異と共

通点から分析した。その結果、日本では、米

韓台と比較するとネット選挙の発展が進みに

くい文脈的要因がいくつか考えられること、

また、日本や韓国に比べると台湾は「選挙の

アメリカ化」が進展する条件を有しているこ

とがわかった。 

本書が刊行されたことで、編著者の一人で

あり、研究協力者のDiana OwenはAsia Times

から取材を受け、同書についても取材記事の

中でリンクが張られて紹介された。また、2018

年3月には、本書出版に関連した国際シンポジ

ウムを明治大学で開催、ジョージタウン大学

でもブックイベントを開催した。明治大学で

のシンポジウムには、すべて英語で行ったに

もかかわらず、研究者以外に官僚やジャーナ

リストなど実務家も参加し、フロアとの活発

な討論が行われた。ジョージタウン大学のイ

ベントでは参加者は主に同大学の教員や院生

であったが、本書の出版およびジョージタウ

ン大学の教員との国際共同研究の実施を通じ

て、日本政治への関心が高まる効果があった

と思われる。本書はまだペーパーバックにな

っていないため1冊あたりの価格が高いが、

e-bookでのダウンロード件数も増えており、

明治大学、ジョージタウン大学の大学院授業

でも文献として活用されている。今後ペーパ

ーバック化されれば、政治コミュニケーショ

ン、アメリカ政治、東アジアとアメリカの比

較政治、といった研究分野でさらに多くの海

外の研究者に読まれることが予想される。 

このようにスムーズに海外出版が実現した

要因はいくつか考えられる。研究実施計画で

は当初、最終年度に国内で出版をできても、

海外出版には時間がかかると想定していたが、

研究代表者（清原聖子）が在外研究中に知り

合ったジョージタウン大学のDiana Owen教授

を海外研究協力者に加えたことで、全体的に

スピード感をもって海外出版に取り組むこと

ができた。また、研究代表者自身が在外研究

中であったため、海外の出版社と知り合いに

なる機会があり、コンタクトをとりやすい環

境にあったこと、海外研究協力者と密なコミ

ュニケーションをとることが可能であった点

も大きな要因であったと考えられる。 

さらに、研究を進めていくプロセスで、当

初想定していた以上に、メディア環境の4か国

比較の重要性が増したため、何回かの研究会

を経て、検討した末、新たに共同研究のメン

バーとして関西大学の小笠原盛浩准教授を加

えた点も、研究全体の進行にプラスに働いた。 

研究全体は、複合的メソッドによって行っ

たため、１）日本、韓国、台湾におけるイン

ターネット選挙運動の事例研究パート、２）

アメリカとの対比の観点から選挙制度及びメ

ディア環境の比較のパート、３）全体を包含

し議論する枠組みとしての「選挙のアメリカ

化」のパートに分かれて進めた。 

編著者ミーティングや研究会を緊密に行い、

アメリカで行われる学会でパネル発表や共著

ペーパーの発表などを重ねた。それによって、

個別に行われる研究を一つの大きな研究課題

「『選挙のアメリカ化』が東アジアの日本、

韓国、台湾においても見られるのか」という

問題について研究組織全体で検討してきた。 

今後の展望としては、本書でも言及したが、

アメリカの選挙キャンペーンもデジタルメデ

ィアの変化とともに変質しており、2016年大



統領選ではフェイクニュース問題が顕在化し

て、新たな局面に入ったと言える。「選挙の

アメリカ化」を論じる一方で、アメリカの選

挙キャンペーンの特徴もデジタルメディアの

進化とともに変質している点を考慮しておか

なければならない。そして、将来的に各国で

選挙キャンペーンの規制緩和、あるいはメデ

ィア環境の変化といったように、文脈的要因

の質が変わることも考えられる。本研究は当

初の目的を達成したが、本研究の成果をベー

スにした継続的な研究も必要であろう。 
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